


Ⅲ.申請事業

入力数 295 字

入力数 175 字

Ⅳ.実行団体の募集

(1)申請事業の概要

時期

●実行団体への伴走支援

・事前評価、中間時の進捗報告、事後評価の実施支援

・月1回の実施状況の確認と事業実施に関する助言および情報提供

・感染症の専門家による事業実施に関する助言および情報提供

・事業の実施状況、取り組み事例の共有に関する情報公開

・実行団体相互間の創発会議（新たな課題、求められる支援内容、 新たな日常 の形態、事業の広域展開の可能性等）の主催

2020年8月~2021年8月

●コロナ禍で対応すべき重点課題は生活困窮、社会的孤立、希望格差と考え、中部5県における生活困窮世帯および社会的孤立者を対象に①「衣」「食」「住」の提供、

②寄添い型生活相談、③学習・就労支援を実施するNPO等の活動を支援する。

●実行団体相互間で創発会議を実施し、コロナ禍で深刻化する課題、求められる支援の内容や 新たな日常 の形態を共有・発信。また、次年度以降の、寄り添い・協働・

包括を基調とする本財団の支援事業に反映する。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期

●コロナ禍のしわ寄せを強く受ける生活困窮世帯や社会的孤立者が、将来を展望できるように下記の活動を支援する。

2020年8月~2021年8月

①-1「衣」「食」「住」の提供

【衣服等の提供】リサイクルイベントやチャリティー等を通じた生活困窮世帯への衣服類・学用品の提供、

【主食・間食類の食材提供】企業等から提供された食材を、行政・団体と連携して生活困窮世帯へ提供、さらに、フードバンク

の安定的広域（中部5県）展開（本部／支店機能の確保、フランチャイズ的な連携）を支援

【居住の支援】シェルター運営、家賃支援、公営住宅の活用促進、シェアハウスやセカンドハウス等の斡旋

①-2 状況把握

食材支援、居住支援活動を通じて被支援者の抱えている様々な課題を把握し、関係者と共有

②寄り添い型生活相談の実践

【相談】窓口（電話、ネット等）対応、訪問型対応、3密回避の居場所等による相談対応

【フォローアップ】相談内容に対応した専門部署への伴走、その後の状況確認

【事務機能強化】相談職員の増強、ネット環境の整備、相談業務のPR

【手法の開発】安全なオフライン支援方法（手法、必要備品・場の確保、感染症専門家による有効性の検証）の開発

③-1「学習」支援

【授業活動】教科の予習復習、日本語学習支援、「授業形態」については、直接指導、ネット環境活用型指導、「授業参加者の

単位」としては、集団的（10人程度）、分散的（3~5人）、個別的（1～2名）を想定し柔軟に対応

③-2 就労支援

【親の就労支援】生活相談、マネープランの相談、就職相談、職業訓練等の支援

【子ども・若者の就労支援】進路・キャリア相談、職業訓練等の支援

③-3 状況把握

学習支援、就労支援活動を通じて被支援者の抱えている様々な課題を把握し、関係者と共有

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

(1)実行団体が下記①~③の支援活動を実施することに

より、被支援者が明日の生活に希望が持てるようにな

ること。

①対象世帯あるいは個人に衣、食、住が提供される

②相談窓口機能の強化、相談員の増強がなされる

③aオンライン学習・就労支援が可能になる

③b学習、就労相談の分散的・個別的支援体制が稼働

(2)寄り添い型生活相談窓口活動を通じて、相談から

フォローアップ支援（伴走、その後確認）ができる

シームレスな体制づくりを促進

(3)コロナ禍の”新たな日常”を具体化する支援活動方式

の提示

(1)支援実績と被支援者の意識

①衣服・食材提供数、居住支援件数

②相談件数と相談を通じた改善度

③aオンライン学習・就労支援のプロ

グラム開発数

③b学習者数、相談者者数と改善度

(2)シームレスな支援の実績と対応の改

善度

(3)支援活動方式の課題と効果の把握

(1)実績調査とヒヤリング

①支援実績数のカウント

②相談件数の実績数のカウントと相

談者アンケート

③aプログラム開発数のカウント

③b参加者数・相談者数のカウント、

学習者・相談者アンケート

(2)シームレスな支援実績調査と対応

者へのヒヤリング

(3)実行団体へのヒヤリング

(1)実行団体による想定の目標値が達成さ

れ、被支援者の７割の状況が改善する

①食材提供世帯：500世帯、衣・住支援

件数100世帯

②相談件数：2,100件、改善度：７割

③aプログラム開発数：15件

③b参加者：学習者延べ1,800人、就労相

談件数：160件、改善度：７割

(2)シームレスな支援実施件数：140件、

改善者が過半数

(3)支援活動方式（オンライン会議、オフ

ライン会議、三密回避活動、施設維持管

理）の有効性及び継続可能性の確認

(1)2021年8月

①2021年8月

②2021年8月

③a 2020年12月

③b 2021年8月

(2)2021年8月

(3)2021年8月

(3)申請数確保に向けた工

夫

・本財団と連携している各県の中間支援NPO法人（5地域）と協力して公募PR活動（オンライン説明会も含む）を実施し、並行して、申請する

事業に関わる中核的なNPOに対して、実行団体への応募を個別的に働きかける。目下の見込み数：6~8団体。５つの中間支援団体は、コロナの

NPO活動への影響調査を行っており、そうした実態把握も踏まえ有効な活動を支援できるよう申請に向けた情報提供と相談対応を行う。

(4)予定する審査方法

 (審査スケジュール、審査

構成、留意点等）

・公募により申請書類を受け付け、書類審査と面談審査により、採択団体を選定する。

・資金分配団体確定後、公募、審査、公表手続きを進め、7月~8月までに実行団体と契約する。

・審査委員は3名（2019年休眠預金公募事業（草の根部門）の審査委員と同じ）

・地域バランスに配慮して選定する。

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態

「衣」「食」「住」の提供や「学習」「就労」支援により、生活困窮世帯の家計負担軽減や社会的孤立を回避し、教育格差、希望格差の是正に貢献する。同時に、寄り

添い型生活相談事業を通じて被支援者のストレスが軽減される。また、コロナ禍の状況下で編み出された今回の支援活動方式が、 新たな日常New Normal に生かされ、

中部圏地域の支援活動の効果性を高める。

(1)採択予定実行団体数 15～25団体 (２) １実行団体当たり助成金額 200万円～800万円



Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②その他、助成金等の分配の実績

(1)メンバー構成と各メンバーの役割

PO：実行団体の伴走支援および事業の進捗管理

事務局員：事業全般の庶務

執行役員：事業執行管理

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含

む）
有 無

有の場合

その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含

む）を受けていない。
無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(2)他団体との連携体制
愛知県（N)ボランタリーネイバーズ）岐阜県（N)ぎふNPOセンター）三重県（N)みえNPOネットワークセンター）静岡県（N)浜松

NPOネットワークセンター、（公財)ふじのくに未来財団）長野県（N)長野県NPOセンター）と連携して事業推進を図る。

(3)想定されるリスクと管理体制
・リスク：実行団体関係者および支援者の感染、被支援者の感染、状況変化による計画内容の実施の困難

・対応策：関係者等への注意徹底（3密回避策等）、利用施設の消毒の徹底、ICTの積極的活用、分散的活動の推進、柔軟な事業進捗管理

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無

①コロナウイルス感染症に係る事業

(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績

・2019年度休眠預金事業（草の根部門地域別）を推進する中で、子ども・若者の引きこもりを支援するチーム、および、外国人コミュニティを支え多文化共生社会の形

成を目指すチームの伴走支援を手掛けている。

・2019年度東海ろうきんNPO 育成助成事業において、難民支援、外国人日本語学習支援、食材提供、若者セイフティーネット支援、子育て支援等に携わるNPOの伴走支

援も実施した。

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配してい

る(予定も含む）
有 無

有の場合

その詳細

・2019～2020年度東海ろうきんNPO育成助成事業に関わるNPOへの助成金分配業務受託


